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ア ク セシ ビ リテ ィ

はじめに
情報デザインにおいては“いかに情報を組織化し分かり易い形に落とし込み、多くの人の間で共有できるか”が重要なテーマになりますが、情報の送り手側の問題としての表現手法に加え、情報の受けて側の環境として「その情報へのアクセスしやすさ」が備わっている必要があります。アクセシビリティは、情報にアクセスするための環境整備について示唆をもたらす概念だと考えています。

　もともと、アクセシビリティとは高齢者や障害者の生活環境を向上させるバリアフリーなどの文脈から注目されてきた概念で、今回はこの文脈でアクセシビリティについて扱います。

アクセシビリティとは
情報、環境、設備、機器、ソフトウェア、サービス等を障害者、高齢者など、様々な人々が利用しやすくしていこうという思想、及び、利用しやすさの度合い。高齢者や障害者など、心身の機能に制約のある人でも、誰にとっても利用できるかどうか、その利用しやすさ、アクセスしやすさ、ということを指す。建築物や交通機関などについてもアクセシビリティの良し悪しが問題となる。

なぜアクセシビリティか
　アクセシビリティ研究会による『情報アクセシビリティとユニバーサルデザイン』では、ウェブにおけるアクセシビリティを例に、具体的にどのような人々がアクセシビリティを必要としているかについて書いている。

■視覚障害者（全盲）

全盲の場合、ＨＴＭＬファイルを解析するソフトによって､必要な情報をページから抜き出し、音声合成によって読み上げさせることで情報を得る。画像を認識して、その中身を解析して読み上げる機能を持つソフトは存在しないため、得られる情報はＨＴＭＬで記述してあるものに限られる。

■視覚障害者（弱視）

弱視には、低視力、視野の欠損、色覚障害など、人によって様々なタイプがある。表示文字の拡大、画面拡大ソフトの使用、色彩変換をするソフトなどによって情報を得る。

■肢体不自由者

　聴覚障害者にとって、視覚情報が中心のウェブは重要な情報源になる。今後、ブロードバンド化など技術革新が進み、ウェブのマルチメディア化が進み、音声などを伴った画像や動画が増加すれば、テレビと同様に、音声情報に文字による情報保証をする必要がある。

■肢体不自由者

　まひ、けいれん、その部位など、人によって症状は異なるが、コンピュータのマウスやキーボードを使って操作することは困難を伴っている。

■高齢者

　高齢者は、筋力や視力の低下、認知・判断に要する時間の遅延化などの軽度の障害と呼べるものを併せ持つ重複障害者と考えれば、他のタイプと重複する様々な障害が当てはまる。

アクセシビリティは、最初は建築物や交通機関などのハードに対する問題とされてきたが、現在ではソフトウェアやドキュメント、ウェブサイトなどのアクセシビリティも重視されるようになってきている。

インターネットは黎明期、物理的なバリアが存在しないことから、障害を持つ人にとって理想的な情報メディアだった。ウェブ上の情報の多くはテキストだったため、音声合成で読み上げるなどしてページ上の情報を得ることが比較的容易に出来た。しかし技術の進歩にともないＷＥＢ上には画像や音声など情報の種類が増え、ページの見た目を良くするために変則的なタグを使用することで、現実世界と同じようなバリアが現れてきている。

アクセシビリティを保証するための施策

■アメリカのアクセシビリティに関する施策

障害を持つ人も、持たない人と同様に情報にアクセスできなければならないとする考えは一般的になりつつある。その中でも、障害者に対する情報保証を強制化する動きをいち早く展開したのがアメリカである。

・１９９０年「障害をもつアメリカ人法」制定

　　アメリカにおける障害者の権利を保護する基本法。運動能力、視力、聴力等の身体的障害に加え、知的障害、感情障害、学習障害まで全ての障害がここでは対象になっている。

　雇用における差別禁止、公共的施設における差別禁止、交通機関における差別禁止に加え、主に電話に対する情報保障が取り上げられている。

・１９９８年「リハビリテーション法　第５０８条」改正

　　１９８６年、連邦政府職員が使用する電子機器などのハードウェアに関するアクセシビリティを規制する規定として設けられたが、１９９２年に改正され、電子技術および情報技術へと範囲が拡大し、ソフトウェア、インターフェース、オペレーティング・システム等も対象とするようになった。１９９８年にさらに改正され、連邦政府が開発・調達・維持・使用する電子・情報技術に対しては、障害者のアクセシビリティを保障することが義務付けられた。この年以降、政府関連のサイトはアクセシブルなものに改良されてきている。

・１９９６年「電気通信法」

　テレビ、映画のアクセシビリティを向上させる要素として、字幕放送、オーディオ・ディスクリプションの整備が進んでいる。現在は半数の番組に字幕がついているが、１９９６年の「電気通信法」で、２００７年までに、ほぼ全ての番組に字幕をつけることを義務付けている。

日本のアクセシビリティに対する取り組み
日本でも現在、経済産業省がウェブアクセシビリティガイドラインのＪＩＳ規格化に取り組んでおり、官公庁などのサイトのアクセシビリティも見直しがかけられつつある。また、日本アイ･ビー･エム、日立製作所、富士通のように独自のアクセシビリティ指針を公表し、アクセシビリティの向上に取り組む企業も増えてきている。

最後に
　今回は、アクセシビリティという概念のうち、高齢者、障害者を対象とする従来の文脈の、そのまたはしりの部分の一部に触れるに留まったが、アクセシビリティという概念自体は高齢者・障害者だけでなくデザインの問題全般に拡大して検討できるテーマだと考えており､今後は現在の文脈での研究をまとめたのちに、より一般化した問題として扱っていきたい。
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